






A Study of Support to municipalities of 





































































































①については、年間 84 回で 638 ケースへの助
言を行い、②では、代表者会議２回、実務者会




















































































16 名、「３回以上続く継続指導」14 名、「1～ 2
回で終わる助言指導」13 名、「業務に関する事
務」11 名、「他の職員への助言」４名であった。
　　　　    表 4　勤務形態
　　 表 5　勤務年数
















































































A群（7） B群（6） C群（4） D群（9） 全体（26）
（　）内は、各群の人数を示す。





























































































































































































































































































































































































てスタートした。全国の 114 ヵ所（2016 年 10
月現在）の児童家庭支援センターを見ると、そ
の設立の経緯や取り組み内容は様々であるが、
児童福祉施設を基盤として同一敷地内へ付置さ
れているセンターが 92 ヵ所、施設から独立し
て設置されているセンターが 15 ヵ所である（全
国児童家庭支援センター協議会 2016 調べ）。一
方、J児童家庭支援センターの様な単独設置は、
2012 年以降の設立で５ヵ所のみである。今後、
こうした設置形態による活動の違いにも焦点を
―　108　― ―　109　―
当てながら、児童家庭支援センターの役割につ
いて明らかにしたい。
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